
コロナ災害を乗り越える　いのちとくらしを守る　なんでも電話
相談会
去る４月１８日～１９日、全国で労働問題、貧困問題等に取り組む法律家、ＮＰＯ法人、労働組合、その他民主団体等の有志が主体となり、
電話相談会が開かれました。
埼玉でも、精一杯「密」を避け、換気、除菌を心がけての開催となりました。
短時間でしたが相談会に参加し、蓄えなどなく、その日その日の経済活動で生活している人がいかに多いか、改めて思い知りました。日頃
後回しにしてきた家庭内の問題、雇用関係の問題等が、一気に噴き出したようでもあります。
全国で４２万アクセス、５００９件の相談がありました。

時間の経過と共に、今後はより深刻な相談が増えるかもしれません。
第２回目の全国一斉電話相談会は、６月６日に開催予定です。
 

弁護士　谷川　生子
 
 
 

全国一斉6月6日（土）「コロナ災害を乗り越える－いのちとくらしを守る なんでも電話相談会・第２弾」
電話：（フリーダイヤル）０１２０−１５７９３０
時間：午前10時～午後10時

オンライン講義
昨年度から早稲田大学の非常勤講師（労働法）を務めていますが、
非常事態宣言を受けて、大学も学生がキャンパスに立ち入れない状況にあります。
そのため、早稲田大学の前期の講義はすべてオンラインでおこなうことになりました。

ZOOMを利用してLIVEでやるか、録画してオンデマンドでやるかの選択を迫られ、
私は録画することにしました。
時間のあったゴールデンウィークは自宅や事務所で、自分のノートパソコンを利用して、
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一気に８回分の講義を録画しました。
学生とやりとりをしたりする時間もなく、ひたすら一人でしゃべっているので声が枯れてしまいました。

実は、昨年度も急遽の非常勤講師の任命だったため、
やはり講義は録画して配信していました。
そのため、非常勤講師になってからまだ一度も学生に接していません…
学生たちも大学生活を楽しめずに、経済的にも困窮する学生も出ています。
少しでも早く日常が戻ることを願います。

弁護士　佐渡島　啓

上を向いて歩こう Ue Wo Muite Arukou /
世界に届け  –  Reach  the  world
Project
京大山岳部時代を一緒に過ごした友人が、JICAで働いています。
インド、パキスタン、ネパールに駐在し、今は、青年海外協力隊訓練所の所長です。

その友人から届いたメッセージ。

「世界的な新型コロナウィルスの感染拡大のために、現在 #JICA海外協力隊 の隊員達は日本に一時帰国しています。
日本に居ても、自分たちが活動していた国、任地の人々を応援したい気持ちを、隊員達が歌に託しました。
活動したそれぞれの国の言葉でこの歌を届けます！」

ご覧ください。

（弁護士　猪　股　　正）
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どっちが早いか
１月２日から禁酒しています。禁酒１２０日を軽く突破しました。
別に町田康さんをまねしているわけではありません。
我が家には、まだアベノマスクは届きません。
禁酒１５０日到達が早いか、アベノマスクが届くのが早いか。
毎日ドキドキしながら、郵便受けを見ています。

 

弁護士　伊須　慎一郎

リーダー不在の日本の不幸（コロナ禍に思う。）
毎日、ニュースはコロナ、コロナ。国の打ち出す「接触８割減」に協力はしながらも、国自身がやるべきことに迅速に手を打てていないこ
とに歯がゆさが募る。
ドイツのメルケル、韓国の文在寅、台湾の陳時中（総統は蔡英文）。コロナを押さえ込んでいる国には明確なリーダーか、リーダーがその
役割を担当しない場合には適切な人物を配して、必要な権限を委ねてコロナ対策に集中させている。

かたや、日本の首相は、家でゴロゴロしているか、記者会見を開いても、官僚に作らせた原稿を棒読みだ（プロンプターを使って、読み方
はくさい芝居だ。）。能力のある者に権限を委ねるでもなく、専門家会議の見解垂れ流しで、政治がすべき判断は、場当たり的だ。

３密が危険で、それに関する業種に休業を要請するなら、補償はセットだ。
生活に不安がある人には支援を、学校休校するならそれから生じる問題を直ちに情報収集して対応をすべきは当然。実態を調べてそれに応
じた手をうつ気があればいくらでもやれることだ。

他方、公的医療機関を削減し、医療費を抑制してきた結果、医療機関は感染症対応に全く余裕がない状態だ。軽症者の受入施設の確保や感
染病床の確保、医療機関に不足しているマスク、消毒薬や防護服も迅速に手を打つべきであっただろう。全部後手後手。

昔「ベンチがあほやから野球がでけへん。」と怒っていたプロ野球選手がいたが、まじめで清潔好きの国民が政府の要請にもよく応じてい
るのに、政府が馬鹿だから、医療崩壊が起こる。これは結局経済の崩壊にもつながる。「政府があほやから日本が潰れる」ことになりかね
ない。

弁護士　髙木　太郎
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難局を共に乗り越えよう
新型コロナウィルスによる緊急事態宣言により、弁護士が担当している民事訴訟事件の予定されていた裁判期日は原則全て取消になりまし
た。
私は、高齢者でもあり自宅での仕事が中心になっています。
一方で、当事務所の３階会議室では４月１８、１９日に、「コロナ災害を乗り越える　いのちとくらしを守る  なんでも電話相談会～住ま
い・生活保護・労働・借金  etc…～」が、当事務所の弁護士や他事務所の弁護士を始め、司法書士、労働組合、諸団体から交代で参加
してくれた相談担当者自身への感染防止にも気を配りながら行われました。
２日間で受けた相談数は何と４２７件、それでも電話は鳴りっぱなしであり、受けることができた電話は２％未満くらいであったとのこと
です。
いかに国民の生活が危機的な状況にあり、悲痛な叫びがあるかが判りますが、一方で犬を抱いてくつろぐ姿をコラボ投稿したりする国民感
覚とのズレ、奥さんが集団で花見や神社参拝に行くのは野放し、プロンプターの原稿を棒読みするだけの情のない記者会見という、我が国の
「最高権力者」を抱えた国民の不幸はなんと言ったら良いのでしょう。
でも政府に対して「国民の方を向け」という要求は続けるものの、この難局を乗り越えるために私達は創意工夫をして知恵を出し合い、支
え合っていきましょう。

弁護士　梶山　敏雄

川口美貴著　労働法　第４版
川口美貴先生の「労働法（第４版）」が信山社から刊行された。
３版の刊行が２０１９年３月であるから１年ほどでの４版出版であるが、この間の、ハラスメント関連法改正、パート・有期法、改正派遣
法、改正民法等の動向に対応して出版されたもので、最新のものとして安心して使えるのはありがたい。

ちなみに、川口先生のパートナーは労働弁護団の重鎮・古川景一弁護士であり、勝手に推測するに、この本には二人分の英知が満載である。
特長の一つに２頁の大目次に続き、２８頁の細目次がおかれていることがある。
自分の課題を検索する内に頭の整理が付くことにもなるだろう。
１１６０頁に及ぶが価格も５０００円に抑えられているので、事務所に１冊は置きたい書籍である。

弁護士　髙木　太郎
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国連特別報告者の声明「新型コロナウィルス感染症に関して例外
はあってはならない： “すべての人は人命救助を受ける権利が
ある”」
国連特別報告者が、2020年3月26日、声明「新型コロナウィルス感染症に関して例外はあってはならない：  “すべての人は人命救
助を受ける権利がある”」を出しました。リンク及び全部は下記のとおりです。【拡散希望】
国連特別報告者は、国連人権理事会から任命され、政府や組織からは独立して、特定の国における人権状況等について調査・監視・報告・
勧告を行う専門家です。

政府は、風俗業など客の接待を伴う飲食業の関係者は、臨時休校で子どもの世話のために仕事を休んだ保護者向けの助成金制度の対象外と
していますが、特定の職業を差別し、子どもや親を危機に追い込むものであって許されません。

（弁護士　猪股　正）

リンクはこちら
（全文）
ジュネーブ(2020年3月26日)：国連の人権問題の専門家は、コロナウイルスの危機は、公の医療や緊急措置だけでは解決すること
が難しく、その他の人権問題についても積極的に議論されるべきであると述べた。  専門家は、「すべての人は、例外なく人命救助を受け
る権利をもち、そしてそれは政府の責任として義務付けられている。資源や公的または民間の保険が不足していることは、特定の患者集団
に対する差別を正当化する理由にしてはいけない。」と述べる。「すべての人は健康への権利をもつ。それは、障害を持つ人々、高齢者、
マイノリティーの集団、先住民族、国内避難民、極度の貧困状態にある人々、人口密度の高いところに住んでいる人々、居住型施設に住ん
でいる人々、留置所にいる人々、ホームレスの人々、移民や難民の人々、薬物依存の人々、LGBTやジェンダーの多様な人々、全てを含
み、これらの人々や集団は政府からの支援を受ける必要がある。」

「生物医化学の進歩は、健康への権利を実現するためには非常に重要である。しかし、同様に重要なものは、すべての人権である。差別の
禁止、参加、エンパワメント、説明責任の原則など、これらは健康に関するすべての政策に適用されなければならない。」  国連の専門家
は、パンデミックを阻止するためWHOによって推奨されている対策を支持した。彼らは、国家に対して、公衆衛生システムに関わるすべ
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てのセクター（予防と発見、治療と回復の全過程に関わるもの）に対し、強い決意を持って必要なリソースを配分するための行動を呼びか
けた。「しかし、この危機に対応するためには、それ以上のことが必要である。国家は、危機によって不相応に影響を受け、最もリスクに
さらされている人々に支援が行き届くように、追加の社会的保護措置を講じなければならない。」 と専門家は強調した。

「その中には、すでに社会的・経済的に不利な立場にあったり、さらなる介護の負担に耐えたり、性別による暴力のリスクが増大した中に
暮らしている女性を含む」専門家集団はアウトブレイクに対し勇敢に戦う世界中の医療従事者に感謝と賞賛を表明した。「彼らは膨大な仕
事量に直面し、自分の命をリスクにしながら、リソースが不十分な場合は、耐え難い倫理的なジレンマに直面することを強いられている。
医療従事者は政府やビジネス界、メディア、大衆全体から可能な限りのサポートが必要である。」
専門家は「COVID-19は深刻な世界規模の課題である」と言う。「しかしながら、これは普遍的な人権の原則を再び活性化するため
の警鐘でもある。これらの原則と科学的な知識への信頼は、フェイクニュースの流布や偏見、差別、不平等そして暴力に勝るべきである。
我々は前代未聞の課題に直面している。この危機に際し、特にビジネスセクターは人権義務を負う。協調的な多国間努力、連帯と相互信頼
があって初めて、我々はパンデミックを打ち負かし、より回復力をもち、成熟し、団結する。COCID-19のワクチンが発明されたら、
差別なく提供されなければならない。それまでの間、人権に基づくアプローチは健康への大規模な危機に対するもう一つの効果的な進路で
あることは既知のことである、と専門家は締めくくった。

健康への権利に関する特別報告者　Dainius Pūras
女性への暴力に関する特別報告者Dubravka Šimonović,
思想信条の自由に関する特別報告者Ahmed Shaheed
性的指向とジェンダー・アイデンティティーに関する独立専門家Victor Madrigal-Borloz
イランの人権状況に関する特別報告者Javaid Rehman
高齢者によるすべての人権の享受に関する独立専門家Rosa Kornfeld-Matte
水と公衆衛生への人権に関する特別報告者Léo Heller
真実・正義・賠償・再発防止保証の促進に関する特別報告者Fabian Salvioli,
マリの人権状況に関する特別報告者Alioune Tine
少数者問題に関する特別報告者Fernand de Varennes
人権と国際連帯に関する独立専門家Obiora Okafor
スーダンの人権状況に関する特別報告者Aristide Nononsi
人権と環境に関する特別報告者David R. Boyd
現代奴隷制に関する特別報告者Urmila Bhoola
アフリカ系の人々に関するワーキンググループAhmed Reid (Chair), Dominique Day, Michal
Balcerzak, Ricardo A. Sunga III, and Sabelo Gumedze,
発展の権利に関する特別報告者Saad Alfarargi,
先住民族の権利に関する特別報告者Victoria Tauli Corpuz,
民主的かつ公平な国際秩序の促進に関する独立専門家Livingstone Sewanyanan,
障害者の権利に関する特別報告者Catalina Devandas Aguilar
ミャンマーに関する特別報告者Yanghee Lee
女性差別に関するワーキンググループElizabeth Broderick (Vice Chair), Alda Facio,



Ms. Ivana Radačić, Meskerem Geset Techane (Chair), Melissa
Upreti,
中央アフリカ共和国の人権状況に関する独立専門家Yao Agbetse
1967年以降占領下のパレスチナの人権状況に関する特別報告者S. Michael Lynkthe
ハンセン病患者とその家族への差別撤廃に関する特別報告者Alice Cruz
拷問と非人道な扱いに関する特別報告者Nils Melzer
人権と環境に関する特別報告者　David R. Boyd
カンボジアの人権状況に関する特別報告者Rhona Smith
アルビニズムの人たちの人権の享受に関する独立専門家Ikponwosa Ero
エリトリアの人権状況に関する特別報告者Daniela Kravetz
表現の自由に関する特別報告者David Kaye
べラルースの人権状況に関する特別報告者Anais Marin,
多国籍企業と人権に関するワーキンググループGithu  Muigai  (Chair),  Anita  Ramasastry
(Vice-chair), Dante Pesce, Elzbieta Karska, and Surya Deva
集会結社の自由に関する特別報告者Clément Voule,
反テロに関する特別報告者Fionnuala D. Ní Aoláin
人権擁護者の状況に関する特別報告者Michel Forst
国内避難民の人権に関する特別報告者Cecilia Jimenez-Damary
恣意的拘禁に関するワーキンググループJosé Antonio Guevara Bermúdez (Chair), Leigh
Toomey (Vice-Chair on Communications), Elina Steinerte (Vice-
Chair on Follow-up), Seong-Phil Hong and Sètondji Adjovi
失踪に関するワーキンググループ　Luciano A. Hazan (Chair), Tae-Ung Baik (Vice-
chair),  Houria  Es-Slami,  Henrikas  Mickevičius,  Bernard
Duhaime,
人種主義と人種差別に関する特別報告者E. Tendayi Achiume
文化的権利に関する特別報告者Karima Bennoune
ソマリアの人権状況に関する独立専門家Bahame Nyanduga,
こどもの性的搾取に関する特別報告者Maud de Boer-Buquicchio

英語原
文https://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=25746&LangID=E
和訳文責：藤田早苗と翻訳チーム



言葉の壁
先日、関東弁護士連合会主催の「外国人相談担当者による懇談会」に参加してきました。

この懇談会には、自治体等で外国人の生活相談、法律相談を担当している職員、弁護士などが参加し、前半で新しい外国人労働者の受入れ
制度や国が整備を進めている多文化共生総合相談ワンストップセンターについての講義を行い、後半はグループに分かれて各地の外国人相
談の実情について情報共有、意見交換をしました。

この会に初めて参加したのですが、自治体で働く人々が日々外国人に対してどのように対応しているか、対応するときにどのようなことで
苦労しているのか、その実情を知ることができて、実に興味深かったです。
どの自治体も悩んでいたのは、通訳人の確保の問題でした。
生活相談や法律相談をするのに、適切な能力を持った通訳人は不可欠なのですが、「通訳人が確保できない」、「通訳人がいてもちゃんと
通訳できていない」といったことが理由で適切なアドバイスを受けることができずに困っている外国人がたくさんいるようでした。
適切な能力を持った通訳人を確保できないのは、「そもそもそのような能力をもった人がいない」という理由もあるようですが、財政的に
有償で通訳をお願いすることができないため通訳人が確保できない自治体もあるようでした。

国は外国人の相談に対応できるように整備するための補助金の制度を作りましたが、自治体によっては、その補助金がいつなくなるのか、
なくなった場合に、その分の資金を自治体の予算から出すことができるのか、という不安があり、制度を拡充することに慎重になっている
ところもあるようでした。

何か困難を抱えたときには、自治体や弁護士に相談することによって、その困難が解決することはたくさんあります。
今の日本においては、言葉の問題でその相談すらできない外国人がたくさんいます。
外国人の受け入れの拡大を決めたのは、国なのですから、お金だけ出して対応を自治体任せにするのではなく、国が責任をもって、共生の
ための体制を作るべきだと思いました。

弁護士　鈴木　満
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改正民事執行法が4月1日から施行されます
2019年5月10日に成立した改正民事執行法が今年4月1日から施行されます（一部の制度を除く）。

勝訴判決を取ると相手方（債務者）の財産に対して強制執行の申立てができますが、これをするには、債務者の財産を特定することが必要
です。
しかし、こちらから債務者の財産が把握できないことも少なくありません。

そのため、平成15年改正で、債務者が裁判所で自身の財産の情報を陳述する「財産開示手続」の制度が導入されましたが、債務者の不出
頭や虚偽陳述に対して、30万円以下の過料と弱い罰則であったため、実効性が薄く、実務上あまり用いられてきませんでした。

今回の民事執行法の改正により、財産開示手続の際の不出頭や虚偽陳述に対する罰則が6ヶ月以下の懲役または50万円以下の罰金という
刑事罰に強化されたため、今後、財産開示制度の実効性の向上が期待されています。

弁護士　鴨田譲
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